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１ 編成方針 

 当市の財政状況は、歳入においては、平成 28 年度から財政優遇措置である普通交付税の合併算定

替の減額が始まり、一般財源の確保がより厳しくなる中で、歳出においては、公債費や扶助費等の義

務的経費や老朽化する公共施設等の維持補修費や整備費などの増加が見込まれ、財源不足を財政調整

基金で賄う財政運営が当分の間は続くものと想定しております。 

このような状況においても、まちづくりの指針である総合計画に基づく施策を確実に実行していく

ため、事業の選択と集中を行い、限られた財源の重点化を図りながら予算編成を行いました。 

 

２ 予算規模 

 

 

 

 

 

 

 

増減額
(C)=(A)-(B)

増減率
(C)/(B)

一 般 会 計 46,092,000 45,505,000 587,000 1.3

国民健康保険事業特別会計 11,059,400 10,914,200 145,200 1.3

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 896,700 914,700 △ 18,000 △ 2.0

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 9,772,000 9,134,600 637,400 7.0

農業集落排水事業特別会計 730,100 715,200 14,900 2.1

勤労者福祉共済事業特別会計 15,000 14,000 1,000 7.1

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 2,759,200 3,110,900 △ 351,700 △ 11.3

合 計 71,324,400 70,308,600 1,015,800 1.4

区 分

（単位：千円、％）

平成２８年度
(A)

平成２７年度
(B)

比 較

 

 

 

 

 

一般会計の予算規模    

46,092,000千円 （前年度比  587,000千円の増、伸び率１．３％） 

三条市全体の予算規模（一般会計と特別会計の合計） 

71,324,400千円 （前年度比1,015,800千円の増、伸び率１．４％） 
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（１）一般会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当初予算と国の補正予算（一億総活躍社会の実現等）を活用した平成 27 年度 3 月

補正予算を一体のものとして編成した、いわゆる「13 か月予算」の規模は前年度比

44,000 千円、0.1％の減（当初予算の規模は前年度比 587,000 千円、1.3％の増）と

しました。 

 平成 28 年度当初予算の編成に当たっては、引き続き、経常的経費など歳出予算の

抑制を図りつつ、国の補正予算により措置された交付金等を最大限に活用することで、

財政負担の軽減に努めるとともに、総合計画に掲げる将来都市像の実現に向けた施策

に加え、大崎中学校区小中一体校建設事業や嵐南保育所移転改築事業などの教育・子

育て環境の整備や、市民交流機能等を備えた体育文化センターと総合体育館の複合施

設の整備のほか、老朽化した公共施設の維持補修などに重点的に予算を配分しました。 

 

(以下、説明は当初予算対比で記載) 

【減要因】 

① 経常経費 

・職員人件費（一般職）   △213,804千円（○28 6,188,091千円←○27 6,401,895千円） 

（特別会計を含み、退職手当を除く） 

・退職手当（一般職）    △114,668千円（○28  735,709千円←○27  850,377千円） 

職員数の削減    ○281,131人←○271,158人（△27人） 

      （企業職員等含む ○281,166人←○271,197人（△31人） 

      退職者数の減    ○28        36人←○27         41人（△   5人） 

 

② 投資的経費 

・緊急内水対策事業           △417,000千円（○28185,000千円←○27602,000千円） 

・小学校施設整備事業        △246,085千円（○28 166,925千円←○27 413,010千円） 

・子育て拠点施設整備事業     △218,478千円（○28       0千円←○27 218,478千円） 

 ・まちなか交流広場整備事業    △205,510千円（○28      0千円←○27 205,510千円） 

◎国の補正予算（一億総活躍社会の実現等）を活用した「１３か月予算」の規模 
 
              46,881,000千円（前年度比 △ 44,000千円、△0.1％） 
 
 ・投資的経費の規模       5,959,707千円（前年度比 ＋259,683千円、＋4.6％） 

 ・地方債の発行           6,219,561千円（前年度比 ＋350,845千円、＋6.0％） 

○当初予算の規模          44,875,000千円（前年度比 △3,260,000千円、△ 6.8％） 

 ・投資的経費の予算規模      5,434,595千円（前年度比 △1,844,734千円、△25.3％） 

 ・財政調整基金(財源調整)の取崩   600,000千円（前年度比 ＋ 257,000千円、＋74.9％） 

 ・地方債の発行          5,223,400千円（前年度比 △1,762,600千円、△25.2％） 

○当初予算の規模          46,092,000千円（前年度比 ＋ 587,000千円、＋ 1.3％） 

 ・投資的経費の予算規模      5,669,067千円（前年度比 ＋1,051,043千円、＋22.8％） 

 ・財政調整基金(財源調整)の取崩   960,000千円（前年度比 ＋ 324,000千円、＋50.9％） 

 ・地方債の発行          6,001,761千円（前年度比 ＋ 739,945千円、＋14.1％） 
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③ その他 

・金融対策事業            △1,309,462千円（○28 3,201,141千円←○27 4,510,603千円） 

・公共下水道事業特別会計繰出金     △68,369千円（○28 1,291,440千円←○27 1,359,809千円） 

・総枠配分方式による経費削減       △28,847千円（政策経費3％削減） 

 

【増要因】 

① 投資的経費 

・大崎中学校区小中一体校建設事業 ＋813,708 千円（○28 961,018 千円←○27 147,310 千円） 

・体育文化センター・総合体育館改築事業 

 ＋808,838 千円（○28 808,838 千円←○27                 0 千円） 

・嵐南保育所移転改築事業     ＋470,408 千円（○28 503,100 千円←○27 32,692 千円） 

 

② その他 

・長期債元金           ＋851,283 千円（○28 7,287,532 千円←○276,436,249 千円） 

・私立保育園運営費        ＋214,950 千円（○28 2,321,934 千円←○272,106,984 千円） 

 

 

（２）特別会計 
 

国民健康保険事業特別会計 

 一般被保険者療養給付費の増 

 

後期高齢者医療特別会計 

 後期高齢者医療広域連合納付金の減 
 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 

 居宅介護サービス給付費の増 
 

農業集落排水事業特別会計 

 農業集落排水施設の維持補修費、公債費の増 
 

勤労者福祉共済事業特別会計 

 会員数の増加等に伴う余暇事業費の増 
 

公共下水道事業特別会計 

 公共下水道建設費、特定環境保全公共下水道建設費の減 
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３ 予算の状況（一般会計） 

（１）歳入の概要 

（単位：千円、％）

予算額
(A)

構成比
予算額
(B)

構成比
増減額

(C)=(A)-(B)
増減率
(C)/(B)

1 市 税 12,745,220 27.7 12,795,980 28.2 △ 50,760 △ 0.4

2 地 方 譲 与 税 357,000 0.8 360,000 0.8 △ 3,000 △ 0.8

3 利 子 割 交 付 金 15,000 18,000 △ 3,000 △ 16.7

4 配 当 割 交 付 金 77,000 0.2 40,000 0.1 37,000 92.5

5 株式等譲渡所得割交付金 49,000 0.1 21,000 28,000 133.3

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,906,000 4.1 1,790,000 4.0 116,000 6.5

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 14,000 14,000

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 54,000 0.1 55,000 0.1 △ 1,000 △ 1.8

9 地 方 特 例 交 付 金 43,000 0.1 42,000 0.1 1,000 2.4

10 地 方 交 付 税 9,800,000 21.3 9,650,000 21.2 150,000 1.6

11 交通安全対策特別交付金 17,000 19,000 △ 2,000 △ 10.5

12 分 担 金 及 び 負 担 金 595,163 1.3 567,799 1.2 27,364 4.8

13 使 用 料 及 び 手 数 料 757,104 1.7 756,077 1.7 1,027 0.1

14 国 庫 支 出 金 5,555,289 12.1 5,227,061 11.5 328,228 6.3

15 県 支 出 金 2,955,690 6.4 2,815,289 6.2 140,401 5.0

16 財 産 収 入 43,309 0.1 44,808 0.1 △ 1,499 △ 3.3

17 寄 附 金 5 5

18 繰 入 金 1,492,535 3.2 1,103,862 2.4 388,673 35.2

19 繰 越 金 100,000 0.2 100,000 0.2

20 諸 収 入 3,513,924 7.6 4,823,303 10.6 △ 1,309,379 △ 27.1

21 市 債 6,001,761 13.0 5,261,816 11.6 739,945 14.1

46,092,000 100.0 45,505,000 100.0 587,000 1.3計

平成２８年度 平成２７年度 比 較

区 分

 

諸収入

7.6%

地方交付税

21.3%

依存
58.2%

自主
41.8%

国庫支出金

12.1%

市債

13.0%

県支出金

6.4%

その他

5.4%

その他

6.5%

市税

27.7%

 

歳入 

歳入予算構成比 

〈依存財源 その他 の内訳〉 

地方消費税交付金    ４．1％ 

地方譲与税       ０．８％ 

配当割交付金      ０．２％ 

株式等譲渡所得割交付金 ０．１％ 

自動車取得税交付金   ０．１％ 

地方特例交付金     ０．１％ 

利子割交付金      ０．０％ 

ゴルフ場利用税交付金  ０．０％ 

交通安全対策特別交付金 ０．０％ 

〈自主財源 その他 の内訳〉 

繰入金      ３．２％ 

使用料及び手数料 １．７％ 

分担金及び負担金 １．３％ 

繰越金      ０．２％ 

財産収入     ０．１％ 

寄附金      ０．０％ 
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【一般会計歳入の主な増減内容】 

 

市 税 固定資産税や軽自動車税の増などがあるものの、個人市民税や法人市民
税の減などにより、５０，７６０千円、０．４％の減 
 

 

地 方 交 付 税 合併算定替の減などがあるものの、地方債元利償還金の交付税算入額の
増などにより、１５０，０００千円、１．６％の増 
 

 

分担金及び負担金 宿泊型自立訓練負担金の減などがあるものの、私立保育園運営費負担金
や広域入所負担金の増などにより、２７，３６４千円、４．８％の増 
  

国 庫 支 出 金 小中学校施設整備費負担金や子どものための教育・保育給付費負担金の
増などにより、３２８，２２８千円、６．３％の増 
 

 

県 支 出 金 認定こども園施設整備交付金や子どものための教育・保育給付費負担金
の増などにより１４０，４０１千円、５．０％の増 
 

 

繰 入 金 財政調整基金繰入金の増などにより、３８８，６７３千円、３５．２％
の増 
 

 

諸 収 入 中小企業経営安定化緊急対策資金等の制度融資預託金繰戻金の減などに
より、１，３０９，３７９千円、２７．１％の減 
 

 

市 債 体育文化センター・総合体育館改築事業費充当債や大崎中学校区小中一
体校建設事業費充当債及び借換債の増などにより、７３９，９４５千円、
１４．１％の増 

 

 

【歳入予算一般財源の状況】 

 
（単位：千円、％）

予算額

(A)
構成比

予算額

(B)
構成比

増減額

(C)=(A)-(B)

増減率

(C)/(B)

市 税 12,745,220 45.4 12,795,980 46.5 △ 50,760 △ 0.4

地 方 譲 与 税 357,000 1.3 360,000 1.3 △ 3,000 △ 0.8

利 子 割 交 付 金 15,000 0.1 18,000 0.1 △ 3,000 △ 16.7

配 当 割 交 付 金 77,000 0.3 40,000 0.1 37,000 92.5

株式等譲渡所得割交付金 49,000 0.2 21,000 0.1 28,000 133.3

地 方 消 費 税 交 付 金 1,906,000 6.8 1,790,000 6.5 116,000 6.5

ゴルフ場利用税交付金 14,000 14,000

自 動車 取得 税交 付金 54,000 0.2 55,000 0.2 △ 1,000 △ 1.8

地 方 特 例 交 付 金 43,000 0.1 42,000 0.2 1,000 2.4

地 方 交 付 税 9,800,000 34.9 9,650,000 35.0 150,000 1.6

繰 入 金 1,138,074 4.0 723,616 2.6 414,458 57.3

諸 収 入 ・ そ の 他 1,882,643 6.7 2,031,164 7.4 △ 148,521 △ 7.3

計 28,080,937 100.0 27,540,760 100.0 540,177 2.0

平 成 ２ ８ 年 度 平 成 ２７ 年度 比 較

区 分
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（２）歳出の概要 

 ①目的別分類 

（単位：千円、％）

予算額
(A)

構成比
予算額
(B)

構成比
増減額

(C)=(A)-(B)
増減率
(C)/(B)

1 議 会 費 280,665 0.6 309,442 0.7 △ 28,777 △ 9.3

2 総 務 費 3,798,764 8.2 4,192,420 9.2 △ 393,656 △ 9.4

3 民 生 費 13,882,028 30.1 13,431,221 29.5 450,807 3.4

4 衛 生 費 2,924,395 6.4 2,959,542 6.5 △ 35,147 △ 1.2

5 労 働 費 184,925 0.4 188,014 0.4 △ 3,089 △ 1.6

6 農林水産業費 1,423,000 3.1 1,339,404 2.9 83,596 6.2

7 商 工 費 3,911,060 8.5 5,178,863 11.4 △ 1,267,803 △ 24.5

8 土 木 費 4,782,050 10.4 5,122,484 11.3 △ 340,434 △ 6.6

9 消 防 費 1,698,838 3.7 1,509,429 3.3 189,409 12.5

10 教 育 費 5,159,612 11.2 4,027,411 8.9 1,132,201 28.1

11 公 債 費 8,036,304 17.4 7,232,748 15.9 803,556 11.1

12 諸 支 出 金 359 359

13 予 備 費 10,000 10,000

災 害 復 旧 費 3,663 △ 3,663 皆減

46,092,000 100.0 45,505,000 100.0 587,000 1.3計

平 成 ２ ８ 年 度 平 成 ２ ７ 年 度 比 較

区 分

 

 

商工費

8.5%

土木費

10.4%

教育費

11.2%

公債費

17.4%

民生費

30.1%

その他

4.1%消防費

3.7%

衛生費

6.4%

総務費

8.2%

 

 

歳出予算構成比（目的別）

歳出 
目的別 

〈その他 の内訳〉 

農林水産業費 ３．１％ 

議会費    ０．６％ 

労働費    ０．４％ 

諸支出金   ０．０％ 

予備費     ０．０％ 
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【一般会計歳出の主な増減内容（目的別）】 

 

 

 

 

 

 

総 務 費 まちなか交流広場整備事業費や電算システム管理費の減などにより、

３９３，６５６千円、９．４％の減 

 

 

民 生 費 子育て拠点施設整備事業費の減などがあるものの、嵐南保育所移転改

築事業費や、私立保育園運営費の増などにより、４５０，８０７千円、

３．４％の増 

 

 

衛 生 費 新最終処分場整備事業費の増などがあるものの、国による子宮頸がん

ワクチンの積極的な接種勧奨の差し控えによる予防接種事業費の減な

どにより、３５，１４７千円、１．２％の減 

 

 

農林水産業費 濁沢名下線開設事業費や農業担い手確保育成事業費の増などにより、

８３，５９６千円、６．２％の増 

 
 

商 工 費 中小企業経営安定化緊急対策資金等の制度融資預託金の減などによ

り、１，２６７，８０３千円、２４．５％の減 

 
 

土 木 費 緊急内水対策事業費や緑地整備費の減などにより、３４０，４３４千

円、６．６％の減 

 

 

 

消 防 費 消防施設等整備費や災害対策事業費の増などにより、１８９，４０９

千円、１２．５％の増 

  

教 育 費 小学校施設整備費の減などがあるものの、大崎中学校区小中一体校建

設事業費や体育文化センター・総合体育館改築事業費の増などにより、

１，１３２，２０１千円、２８．１％の増 

 

 

公 債 費 合併特例債や臨時財政対策債の元金償還金及び借換債の増などによ

り、８０３，５５６千円、１１．１％の増 

 

 
 



 - 8 - 

②性質別分類 

（単位：千円、％）

予算額
(A)

構成比
予算額
(B)

構成比
増減額

(C)=(A)-(B)
増減率
(C)/(B)

23,957,218 52.0 23,965,693 52.7 △ 8,475 △ 0.0

7,167,522 15.6 7,457,869 16.4 △ 290,347 △ 3.9

う ち 職 員 給 4,186,197 9.1 4,402,656 9.7 △ 216,459 △ 4.9

う ち 退 職 手 当 735,709 1.6 850,377 1.9 △ 114,668 △ 13.5

5,515,953 12.0 5,453,972 12.0 61,981 1.1

825,522 1.8 724,242 1.6 101,280 14.0

8,085,493 17.5 7,781,558 17.1 303,935 3.9

2,362,728 5.1 2,548,052 5.6 △ 185,324 △ 7.3

うち一部事務組合負担金 193,275 0.4 219,893 0.5 △ 26,618 △ 12.1

5,669,067 12.3 4,618,024 10.1 1,051,043 22.8

5,669,067 12.3 4,614,361 10.1 1,054,706 22.9

3,663 △ 3,663 皆減

8,143,336 17.7 7,377,177 16.2 766,159 10.4

2,108 1,614 494 30.6

92,318 0.2 121,185 0.3 △ 28,867 △ 23.8

3,280,170 7.1 4,547,905 10.0 △ 1,267,735 △ 27.9

4,937,783 10.7 4,863,402 10.7 74,381 1.5

10,000 10,000

計 46,092,000 100.0 45,505,000 100.0 587,000 1.3

貸 付 金

繰 出 金

消 費 的 経 費

比 較

区 分

投 資 及 び 出 資 金

平 成 ２ ８ 年 度 平 成 ２ ７ 年 度

災 害 復 旧 事 業 費

予 備 費

積 立 金

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

投 資 的 経 費

公 債 費

普 通 建 設 事 業 費

 

人件費

15.6%

物件費

12.0%

扶助費

17.5%

普通建設事業費

12.3%

公債費

17.7%

その他

2.0%補助費等

5.1%

貸付金

7.1%

繰出金

10.7%

 

 

 

歳出予算構成比（性質別）

歳出 
性質別 

〈その他 の内訳〉 

維持補修費    １．８％ 

投資及び出資金  ０．２％ 

災害復旧事業費  ０．０％ 

積立金      ０．０％ 

予備費      ０．０％ 
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【一般会計歳出の主な増減内容（性質別）】 

 

人 件 費 退職手当や職員数の減による職員給の減などにより、２９０，３４７千

円、３．９％の減 

 

 

 

物 件 費 子育て拠点施設「あそぼって」の運営開始による指定管理料の増や、下

田学校給食共同調理場の民間委託による学校給食調理等業務委託料の増な

どにより、６１，９８１千円、１．１％の増 

 

 

 

維 持 補 修 費 荒町ポンプ場や汚泥再生処理センターの施設修繕料の増などにより、１

０１，２８０千円、１４．０％の増 

 

 

 

扶 助 費 臨時福祉給付金給付事業に係る国の性質分類の取扱いが補助費から扶助

費に変更されたことや、公定価格単価の引き上げや地域型保育事業施設の

新設に伴う私立保育所運営費や認定こども園運営費の増などにより、３０

３，９３５千円、３．９％の増 

 

 

 

補 助 費 等 陸上競技場の全天候化事業の完了に伴う三条・燕総合グラウンド施設組

合負担金の減や、臨時福祉給付金給付事業の性質分類の変更などにより、

１８５，３２４千円、７．３％の減 

 

 

 

投 資 的 経 費 緊急内水対策事業費の減などがあるものの、大崎中学校区小中一体校建

設事業費や体育文化センター・総合体育館改築事業費の増などにより、１，

０５１，０４３千円、２２．８％の増 

 

 

 

公 債 費 合併特例債や臨時財政対策債の元金償還金及び借換債の増などにより、

７６６，１５９千円、１０．４％の増 

 

 

 

 

貸 付 金 中小企業経営安定化緊急対策資金、新潟・福島豪雨災害緊急対策資金、

中小企業振興資金等の制度融資預託金の減などにより、１，２６７，７３

５千円、２７．９％の減 

 

 

 

繰 出 金 公共下水道事業特別会計繰出金の減などがあるものの、介護保険事業特

別会計繰出金の増などにより、７４，３８１千円、１．５％の増 
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４ 基金の状況 

 平成２８年度末の基金残高見込額は、１０，３５６，８０４千円 

 平成２８年度中に財政調整基金、職員退職手当基金の取崩を行うことなどにより、平成２７年度末

残高見込額から１,５０８，８５０千円の減 

（単位：千円）

積立見込額 取崩見込額

6,132,479 1 1,138,074 4,994,406

524,163 67,000 67,000 524,163

1,320,916 358 200,000 1,121,274

1,000,500 1,001 1,001,501

107,135 107,135

187,262 4,113 183,149

364,020 86 5,891 358,215

93,229 94 2,000 91,323

2,002 3 2,002 3

106,408 15,294 91,114

103,411 104 103,515

182,129 1 18,431 163,699

100,300 101 100,401

56,127 3,665 52,462

183,902 183,902

358,865 359 359,224

385 1 1 385

1,042,421 1,043 122,531 920,933

11,865,654 70,152 1,579,002 10,356,804

介 護 給 付 費 準 備 基 金

財 政 調 整 基 金

区 分

温 泉 保 養 交 流 施 設 等 整 備 基 金

共 和 松 井 基 金

社 会 福 祉 基 金

アークランドサカモト株式会社障がい者福祉基金

平成２８年度
末残高見込額

合 計

平成２７年度
末残高見込額

市 債 管 理 基 金

職 員 退 職 手 当 基 金

国 際 交 流 基 金

国民健康保険事業財政調整基金

花 と 緑 の ま ち づ く り 基 金

下 水 道 施 設 等 整 備 基 金

奨 学 基 金

理 科 教 育 振 興 基 金

平成２８年度増減見込額

人 材 育 成 基 金

文 化 振 興 基 金

諸橋文庫・諸橋博士漢学の里基金

公 共 施 設 整 備 基 金

 

 

５ 市債の状況 

 平成２８年度末の市債残高見込額は９５，７５８，７３０千円 

 平成２７年度末残高見込額から２，０５８，３９６千円の減 

（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

一 般 会 計 73,191,769 6,001,761 7,287,532 71,905,998

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 6,367,881 192,500 434,321 6,126,060

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 18,257,476 875,900 1,406,704 17,726,672

合 計 97,817,126 7,070,161 9,128,557 95,758,730

区 分
平成２７年度
末残高見込額

平成２８年度
末残高見込額

平成２８年度増減見込額
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６ 地方消費税交付金（社会保障財源分）が充てられる社会保障４経費 

その他社会保障施策に要する経費 

 平成２８年度の地方消費税交付金の交付見込額は、１，９０６，０００千円 

社会保障財源分は１，９０６，０００千円に１７分の７を乗じた７８４，８２４千円 

国県支出金 地 方 債 その他
う ち 、 引 上 げ 分 の
地 方 消 費 税 交 付 金

（社会保障財源化分）

9,017,452 5,123,547 235,300 686,573 2,972,032 365,729

2,019,394 1,368,106 7,194 644,094 79,260

316,142 6,523 29,449 280,170 34,477

5,810,425 3,083,896 235,300 649,930 1,841,299 226,584

871,491 665,022 206,469 25,408

3,286,736 623,694 2,663,042 327,705

775,645 442,892 332,753 40,948

1,414,350 8,629 1,405,721 172,983

1,096,741 172,173 924,568 113,774

871,152 102,423 26,062 742,667 91,390

67,531 2,066 65,465 8,056

265,504 401 265,103 32,623

406,487 98,181 724 307,582 37,850

131,630 3,841 23,272 104,517 12,861

13,175,340 5,849,664 235,300 712,635 6,377,741 784,824

社 会 福 祉 事 業

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

区　　　　分
平成２８年度
予 算 額

（単位：千円）

保 健 衛 生 関 係

合　　　　計

障 が い 福 祉 事 業

老 人 福 祉 事 業

児 童 福 祉 事 業

生 活 保 護 事 業

介 護 保 険 事 業

後期高齢者医療事業

保 健 衛 生 事 業

予 防 事 業

母 子 保 健 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

老 人 保 健 事 業

社 会 保 険 関 係

※ 社会保障費にかかる職員人件費、及び救急医療運営費補助金は除く 
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７ 重点政策の概要 

最も大きな課題である少子高齢化、人口減少がもたらす危機的な状況を乗り越え、総合計画に掲

げた将来都市像「豊かな自然に恵まれた 歴史と文化の息づく 創意にみちた ものづくりのまち」

を実現するため、「３つの処方箋」に沿って積極果敢に市政を展開していきます。 

 

３つの処方箋 

１ 処方箋その１  このまちの基礎体力を向上させる  

～ライフステージごとに基礎体力を高め、まちの魅力を向上～ 

２ 処方箋その２  人を去らせず、来たる人を追い求め、歓迎する 

  ～人口流出を抑制し、人口の復元力を高めることで社会動態を改善～ 

３ 処方箋その３  人口減少社会、少子高齢化社会と共存する道を歩む 

  ～高度成長期以来の価値観の転換を図ることで「持続可能」という最強の武器をこの手に～ 

 

(1)  処方箋その１  このまちの基礎体力を向上させる  

～ライフステージごとに基礎体力を高め、まちの魅力を向上～ 

〔１２，２５６，４４３ 千円 ※重複掲載を除く。 （主要事業説明資料 Ｐ２）〕 

 

  教育・子育て政策の更なる展開 [６，０７１，２８１ 千円 ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国に先駆けて推進してきた小中一貫教育をより効果的、安定的に推進していくため、そ

の要となる各中学校区の小中一貫教育の推進に係る学校運営の総合調整等に関する権限と責

任の明確化など、平成２９年度の制度移行に向けた併設型学校の運営体制の確立に取り組み

ます。 

また、教育センターにおける教職員研修や（仮称）小中一貫教育新潟県連絡協議会におけ

る県内教育委員会との緊密な連携などを通し、必要な能力、経験を備えた教職員の養成、小

中一貫教育カリキュラム等の更なる改善に取り組むとともに、このまちのアイデンティティ

であるものづくりを受け継ぐ子どもたちにその基礎となる科学的思考力や創造力をしっかり

と育んでいくため、理科教育センターの設置についても検討を進めます。 

さらに、小中一貫教育を最も効果的に推進できる３校目の小中一体校となる大崎中学校区

小中一体校については、平成３０年度の開校を目指し、建設事業を着実に進めるとともに、

三条小学校の裏館小学校への吸収統合については、子どもたちが同じ校舎で学べることを心

待ちにできるよう、必要な環境を整えていきます。 

 子育て支援について、旧一ノ木戸小学校、旧条南小学校、旧第一中学校の跡地を活用した

親子で楽しめる公園や子育て拠点施設「あそぼって」の開設、新潟県済生会三条病院による

病児及び病後児保育の実施など、子育てしやすい環境を整備します。 

 あわせて、嵐南保育所の移転改築や旭・裏館統合保育所の建設等に取り組み、多様な保育

ニーズへの対応に努めるとともに、放課後等の安全な子どもの居場所を確保するため、引き

続き、それぞれの地域の方々と連携しながら検討を進めます。 
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ア 総合サポートシステム事業                １，９３３千円（P33） 

イ 三条っ子発達応援事業                 ３４，７５６千円（P34） 

ウ ひとり親福祉費                    １１，５２８千円（P34） 

エ 保育サービスの実施               ３，００５，１４６千円（P35） 

オ 実費徴収に係る補足給付費補助金             ４，０５０千円（P35） 

カ 旭・裏館統合保育所建設事業              ３８，０００千円（P35） 

キ 嵐南保育所移転改築事業               ５０３，１００千円（P36） 

ク 放課後子ども教室推進事業                ３，６１９千円（P36） 

ケ 放課後児童健全育成事業               １７５，９８７千円（P36） 

コ 子育て拠点施設の運営                 ３４，０１０千円（P36） 

サ 子ども医療費助成                  ２９７，０７３千円（P40） 

シ 商工団体振興事業                   ３７，７５０千円（P48） 

ス 公園の維持管理及び整備・修繕            １５６，２５７千円（P54） 

セ 緑地の維持管理及び整備・修繕             ７９，４７９千円（P54） 

ソ 小中一貫教育推進事業                 ４４，７６７千円（P58） 

タ 学力向上推進事業                   ４８，８７７千円（P58） 

チ いじめ・不登校対策事業                １６，１１３千円（P59） 

ツ さんじょう一番星育成事業               ４１，８０５千円（P59） 

テ 幼児教育推進事業                    ３，７４５千円（P60） 

ト 小学校施設整備事業                 １６６，９２５千円（P61） 

ナ 中学校施設整備事業                 １２６，１６１千円（P61） 

ニ 大崎中学校区小中一体校建設事業         １，２１５，８４６千円（P61） 

   （27補正 継続費 ４，０６６，４５４千円 、27補正 ２５４，８２８千円） 

 ヌ 三条小学校吸収統合事業                   ６８０千円（P61） 

 ネ しかけ絵本コンクール等開催事業             ３，４３９千円（P62） 

 ノ スポーツ振興事業                   ２０，２３５千円（P63） 
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   「ものづくりのまち」の更なる深化 [４，０３４，８１７ 千円] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 農業担い手確保育成事業                ８７，７８２千円（P44） 

イ 農業環境保全推進事業                ４０８，７６８千円（P45） 

ウ 県事業費負担金                    １２，９６２千円（P45） 

（27補正 １，７６０千円） 

エ 商工業活性化事業                   ９０，７４４千円（P47） 

                       （27補正 ８０，６０６千円） 

オ 伝統的地場産業振興事業                 ２２，５４８千円（P48） 

カ 金融対策事業                  ３，２０１，１４１千円（P48） 

キ 燕三条地場産業振興センター事業           ２１０，３７２千円（P49） 

（27補正 ３２，６３０千円） 

ク 工業団地設置の検討                     ５００千円（P50） 

 

   健幸都市への更なる挑戦 [９０，３９２ 千円 ※重複掲載を除く。] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価格以外の価値を重要視する市場を見出す「コト・ミチ人材」による独自の世界観に基づ

く新たな製品開発の支援に加え、優れた技術を活かして市場性の高い分野に向けた新たな製

品開発を行う「リアル開発ラボ」において、新たなビジネスモデルの創出や市内企業の連携

を進めながら特許の取得を視野に入れた知的財産戦略に取り組みます。 

先駆的分野進出支援事業では、これまで開発を進めてきた全天候型自転車の事業化に向け

てモニタリングなどに取り組むとともに、４年後に迫った東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会を見据え、燕三条地域が誇る金属加工技術を活かした競技製品等の開発を支援し

ます。 

さらに、海外から評価の高い市内ものづくり産業の優れた技術力とデザイン力に裏打ちさ

れた製品群の新たな市場の開拓に向け、燕三条地域の産業界が取り組む海外販路開拓を積極

的に支援します。 

また、栄スマートインターチェンジ周辺に、その地の利を活かして生産機能と流通機能が

集積する工業団地を造成し、ものづくりのまちとしての新たな生産拠点の整備を進めます。 

 農業分野においても、自ら定めた価格で販売するノウハウ等を持つ先進農業者への新規就

農希望者の派遣や、既存農業者や農業法人を対象とした経営体制の再構築に向けた支援を行

い、将来展望の持てる農業経営の先進事例を創出していきます。 

外出を誘発し、交流を促す多様な集いの場を創出していくため、「まちなか交流広場」にお

けるイベントや講座等の実施を通じた交流機会の提供と併せ、民間施設等を活用した新たな

集いの場の創出や、地域活動への参画を促す「きっかけの１歩事業」を拡充します。 

また、物理的にも歩きやすいまちとしていくための歩車共存道路の在り方の検討や下田地

区と市街地の往来に係る乗車割引や中心市街地での各種割引等のサービスが受けられる「デ

マンド交通おでかけパス」を通じて、気軽に外出しやすい環境整備を進めます。 
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ア まちなか交流広場運営事業                ８，６１４千円（P27） 

イ 地域公共交通総合連携計画の推進            ５１，７１９千円（P29） 

ウ 東三条駅周辺の公共交通の検討                ２９８千円（P29） 

エ 高齢者社会参画推進事業                 ８，４１４千円（P32） 

オ 高齢者就業支援事業                   ９，６３０千円（P32） 

カ 食育推進事業                      ５，６６０千円（P38） 

キ 壮年期からの生活習慣病予防対策事業           ３，７５６千円（P40） 

ク 緑地の維持管理及び整備・修繕（※重複掲載）      ７９，４７９千円（P54） 

ケ 生涯学習振興事業                    ２，３０１千円（P62） 

   コ 介護保険事業特別会計（※重複掲載）       ９，７７２，０００千円（P65） 

 

   安心・安全な暮らしへの更なる追求 [１，６４２，４６７ 千円 ※重複掲載を除く。] 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 空き家等対策事業                   ９，１３５千円（P41） 

イ 新最終処分場整備事業                ８４，７２９千円（P41） 

ウ 完熟堆肥化センター事業               １７，８２０千円（P42） 

エ 県央基幹病院の開院に向けた環境整備の促進          ７８千円（P52） 

オ 河川改修関連道路整備事業              ５６，０００千円（P52） 

カ 水害対策事業                   １３０，０００千円（P53） 

キ 緊急内水対策事業                 １８５，０００千円（P54） 

ク 消防施設等整備事業                ２５４，８００千円（P56） 

ケ 水利施設整備事業                  ２０，０００千円（P56） 

コ 災害対策事業                    ６１，５２７千円（P56） 

サ 地域防災力強化事業                  ７，０５４千円（P56） 

シ 三条市の特色を活かしたキャリア教育事業        ７，４８６千円（P58） 

ス 大崎中学校区小中一体校建設事業（※重複掲載） １，２１５，８４６千円（P61） 

（27補正 継続費 ４，０６６，４５４千円 、27補正 ２５４，８２８千円） 

 セ 三条小学校吸収統合事業（※重複掲載）           ６８０千円（P61） 

ソ 体育文化センター・総合体育館改築事業       ８０８，８３８千円（P64） 

 

 

２度の大きな水害から得た教訓を踏まえ、抜本的な河川改修事業の促進と併せ、市街地の

浸水被害の軽減を図る内水対策として、須頃郷地区内水対策事業や県の新通川・島田川河川

改修事業に併せた新通川沿川排水路の整備、公共下水道裏館第一雨水幹線の排水路整備等を

推進します。 

また、災害レベルの大雪による様々な影響を踏まえ、降雪時における平常時と災害時との

判断基準の在り方等、防災会議で今後の対策を検討します。 

県央基幹病院の建設候補地である須頃地区の慢性的な交通渋滞の解消のため、国、県に対

してアクセス道路網の早期整備を引き続き要望していきます。 

新最終処分場の建設については、施設の実施設計を行い、平成３２年度の供用開始を目指

して整備を進めます。 
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   全ての人々の尊厳の確保 [４０５，８１６ 千円 ※重複掲載を除く。] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ア 地域生活支援事業                  １１９，１４１千円（P30） 

   イ 障がい者福祉事業                  ２５０，９２０千円（P31） 

   ウ 障がい者居住支援拠点施設建設事業           １８，９２２千円（P32） 

（債務負担行為 ２３８，９１６千円） 

   エ 総合サポートシステム事業（※重複掲載）         １，９３３千円（P33） 

   オ 三条っ子発達応援事業（※重複掲載）          ３４，７５６千円（P34） 

   カ 骨髄等移植ドナー助成事業                  ２８０千円（P40） 

   キ いじめ・不登校対策事業（※重複掲載）         １６，１１３千円（P59） 

   ク 特別支援教育事業                   １６，５５３千円（P60） 

 

   行財政改革の推進 [１１，６７０ 千円 ] 

 

 

 

 

 

 

ア 経営改革の推進                       ６９千円（P25） 

イ 人材育成の推進                   １１，６０１千円（P25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全ての子どもたちの教育を受ける権利を保障するため、障がい児や被虐待児等への支援と

併せ、不登校の未然防止や不登校児童生徒の登校復帰を支えるスクールソーシャルワーカー

を新たに配置するとともに、特別支援教育指導員等を増員します。 

また、障がいがあったとしても地域で自立した生活を営むことができるよう、６月に開所

を予定している居住支援拠点施設「長久の家」と障がい者拠点施設「グッデイいきいきサポ

ートセンター」を軸に生活を支える各種サービスの充実を図るとともに、経済面における自

立に向け、社会福祉法人等と連携し、トライアル雇用等の受入事業所の開拓、工賃アップア

ドバイザーによる製品販路の拡大を進め、賃金や作業工賃の向上を図っていきます。 

経常的経費の削減が限界を迎えつつある中で、行政経営を将来にわたって持続可能なもの

としていく必要があることから、「ヒト」「モノ」「カネ」の経営資源を適時的確に捉え、当市

が合わせるべきいわば「身の丈」を定量的に明らかにし、それを維持していくため、定員の

適正化や公共施設の適切な維持管理の推進などといった行財政改革に引き続き取り組みま

す。 
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(2)  処方箋その２  人を去らせず、来たる人を追い求め、歓迎する  

～人口流出を抑制し、人口の復元力を高めることで社会動態を改善～ 

〔１７９，５８４ 千円 ※重複掲載を除く。 （主要事業説明資料 P24）〕 

 

   若年層の転出抑制 [１４，２７７ 千円 ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 高等教育機関の設置又は誘致              １４，２７７千円（P27） 

 

   若年層の転入促進 [１６５，３０７ 千円 ※重複掲載を除く。] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 移住促進事業                    ２４，１０２千円（P27） 

イ 地域おこし協力活動事業               ５６，８９５千円（P28） 

ウ バイオマス利活用推進事業                 ４８３千円（P42） 

エ 農業担い手確保育成事業（※重複掲載）        ８７，７８２千円（P44） 

オ 商工業活性化事業（※重複掲載）           ９０，７４４千円（P47） 

（27補正 ８０，６０６千円） 

カ 地域ブランド推進事業                １８，５３７千円（P49） 

キ オリンピック・パラリンピック活用地域活性化首長連合事業  １２，４１９千円（P49） 

（27補正 ６，２００千円） 

高等教育期における魅力的な「学びの場」を創出するため、実学系ものづくり大学と看護

系高等教育機関の開設を目指します。 

実学系ものづくり大学については、検討委員会を立ち上げ、設置又は誘致といった開設の

方法を含め、この地域に必要な大学の在り方について検討を進め、基本構想として取りまと

めていきます。 

また、看護系高等教育機関については、引き続き、医療関係者等からなる「看護系高等教

育機関の開設に係る懇談会」において、看護実習の受入体制等を始め、最適な教育環境を整

えるための検討を深めていきます。 

このまちに住みたい、住み続けたいと思っていただけるような三条市ならではの魅力的な

「就労の場」を創出するため、森林資源を活用した木質バイオマス発電事業の平成２９年度

の開始を契機とした新たな雇用の創出に向けて、事業者、森林組合、関係機関等と連携しな

がら取組を進めていくとともに、ＩＴ系企業サテライトオフィスの誘致を進めるため、新た

に、「情報通信産業誘致補助金」を創設し、入居物件の改修支援等を通じた開設に係る負担軽

減を図ります。 

自然や観光資源をテーマとする国の求職者支援制度を活用した滞在型職業訓練施設につい

ては、１０月の供用開始を目指し、地域の皆様とともに研修生の受入体制などを含めて準備

を進めます。 

また、高齢化が著しいまちなかと人口減少が顕著な下田地域に導入した地域おこし協力隊

の隊員を増員し、様々な地域資源を活かした新事業や雇用の創出等を図りながら、将来的に

はコミュニティビジネスへの発展を目指します。 

さらに、工業団地の造成を進め、企業の更なる設備投資や新規進出に伴う新たな就業の場

の創出が見込まれるよう周辺環境の整備を進めていきます。 
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ク 工業団地設置の検討（※重複掲載）             ５００千円（P50） 

ケ 観光事業                      ３６，６９９千円（P50） 

（27補正 ５，１１０千円） 

コ 保内地区交流拠点施設運営事業            １６，１７２千円（P50） 

 

   自然動態改善への挑戦 [全て重複掲載] 

 

 

 

 

ア 移住促進事業（※重複掲載）              ２４，１０２千円（P27） 

イ 保育サービスの実施（※重複掲載）        ３，００５，１４６千円（P35） 

ウ 旭・裏館統合保育所建設事業（※重複掲載）       ３８，０００千円（P35） 

エ 嵐南保育所移転改築事業（※重複掲載）        ５０３，１００千円（P36） 

オ 放課後子ども教室推進事業（※重複掲載）         ３，６１９千円（P36） 

カ 放課後児童健全育成事業（※重複掲載）        １７５，９８７千円（P36） 

キ 商工団体振興事業（※重複掲載）            ３７，７５０千円（P48） 

 

(3)  処方箋その３  人口減少社会、少子高齢化社会と共存する道を歩む  

～高度成長期以来の価値観の転換を図ることで「持続可能」という最強の武器をこの手に～ 

〔１３，５８６，２９６ 千円 ※重複掲載を除く。 （主要事業説明資料 P31）〕 

 

   「高齢者」概念の転換 [９，７７２，０００ 千円 ※重複掲載を除く。] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 高齢者社会参画推進事業（※重複掲載）          ８，４１４千円（P32） 

イ 高齢者就業支援事業（※重複掲載）            ９，６３０千円（P32） 

ウ 生涯学習振興事業（※重複掲載）             ２，３０１千円（P62） 

エ 介護保険事業特別会計              ９，７７２，０００千円（P65） 

 

 

 

 自然動態の改善を図っていくため、未婚化対策及び晩婚化対策に取り組むとともに、嵐南

保育所の移転改築による３歳未満児の保育の拡充などといった更なる多様な保育ニーズへの

対応や放課後等の子どもの居場所の創出を通じて子育てしやすい環境づくりを進めます。 

高齢者の概念を「守られる立場」から「社会を支える立場」へと転換していくため、シル

バー元気プロジェクトで地域の潜在ニーズや課題の顕在化に努めるとともに、昨年７月に開

設したセカンドライフ応援ステーションを核に、高齢者の能力や活動意欲を最大限に発揮し

ていただくための環境づくりを進めます。 

また、高齢者のみ世帯等の増加に対応するため、いきいきサロン等の地域住民の通いの場

を活用し、顔の見える関係づくりを通じた住民相互の支え合いによる生活支援体制の整備を

進めるとともに、介護が必要となったとしても、生涯にわたり住み慣れた地域で安心して暮

らし続けることができるよう、医療、介護、生活支援を一体的に提供するための総合調整を

担う「（仮称）在宅医療推進センター」を三条市医師会とともに整備し、当市が目指す地域包

括ケアシステムの構築に向けて取組を進めます。 
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   「社会インフラ」概念の転換 [３，７６５，６６９ 千円 ※重複掲載を除く。] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 民間活力の活用                       １５０千円（P25） 

イ 移住促進事業（※重複掲載）              ２４，１０２千円（P27） 

ウ 中心市街地活性化事業                 ４１，１５４千円（P28） 

エ 旭・裏館統合保育所建設事業（※重複掲載）       ３８，０００千円（P35） 

オ 嵐南保育所移転改築事業（※重複掲載）        ５０３，１００千円（P36） 

カ 空き家等対策事業（※重複掲載）             ９，１３５千円（P41） 

キ 包括的民間委託への移行                ２６，４０９千円（P52） 

ク 技術者資格取得支援事業                 １，０００千円（P52） 

ケ 道路維持・修繕事業                 ４７３，２０５千円（P53） 

コ 橋梁維持・修繕事業                 ２７０，４３１千円（P53） 

サ 除雪業務費                     １８８，９２０千円（P53） 

シ 都市基盤の整備・検討                  ５，２００千円（P54） 

ス 公園の維持管理及び整備・修繕（※重複掲載）     １５６，２５７千円（P54） 

セ 緑地の維持管理及び整備・修繕（※重複掲載）      ７９，４７９千円（P54） 

ソ 体育文化センター・総合体育館改築事業（※重複掲載） ８０８，８３８千円（P64） 

タ 公共下水道事業特別会計             ２，７５９，２００千円（P66） 

（債務負担行為 ３０７，９００千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、多くの公共施設において、老朽化に伴う修繕や更新などが見込まれる中、財政負担

の軽減を図りつつ、利用者満足度の向上に向けたサービスの充実と収益性の確保を図ってい

く必要があることから、特に、体育文化センターと総合体育館の改築にあたっては、「体育文

化センター及び総合体育館改築検討委員会」から、市民の行う様々な活動を活発化させ、交

流を育むために必要な機能等をご提案いただきながら、市民交流等を促進するための機能を

備えた複合施設として整備を進めていきます。 

 また、道路や公園などの維持管理については、効率的かつ安定的な維持管理等を将来にわ

たり継続していくため、地域の実情に精通した地元の建設業者などから、それらを包括的に

担っていただけるよう、早期導入に向けて検討を深めていきます。 

http://www.kensakusystem.jp/sanjo/cgi-bin3/GetText3.exe?2r0shyvuei4qdl4wfh/H270907A/113593/10/1/1/%95%EF%8A%87%93%49/0#hit5
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   「一極集中」思考の転換 [４８，６２７ 千円 ※重複掲載を除く。] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア コミュニティ支援事業                 ４８，６２７千円（P27） 

イ 地域おこし協力活動事業（※重複掲載）         ５６，８９５千円（P28） 

ウ 工業団地設置の検討（※重複掲載）              ５００千円（P50） 

エ 観光事業（※重複掲載）                ３６，６９９千円（P50） 

（27補正 ５，１１０千円） 

オ 県央基幹病院の開院に向けた環境整備の促進（※重複掲載）    ７８千円（P52） 

カ 都市基盤の整備・検討（※重複掲載）           ５，２００千円（P54） 

キ 体育文化センター・総合体育館改築事業（※重複掲載） ８０８，８３８千円（P64） 

 

 それぞれの地域の魅力を活かした多極分散型社会を堅持していくためには、それぞれの地

域の優位性を高めていく必要があります。 

 中心市街地においては、三条小学校の跡地活用や体育文化センター等の改築に係る議論を

契機に、まちの中心に位置する図書館を含めたいわば交流創出の点を有機的に結びつけるこ

とによって、多くの人々がまちを行き交い、その活力がまち全体に行き渡るよう、多彩な市

民活動を育むエリアとしての面展開に向けた環境整備を進めます。 

 須頃地区においては、県央基幹病院の進出により、広域的、基幹的な様々な都市機能の集

積が期待されることから、民間活力が発揮しやすい環境をつくるとともに、広域的都市機能

の中枢を担うエリアとしての形成を進めます。 

 栄地区においては、栄スマートインターチェンジの地理的優位性を活かした新たな工業団

地を造成するとともに、新しい経済環境に適応する優良な企業の誘致や新産業の創出を支援

し、これからの物流を担う産業集積エリアとしての価値を高めていきます。 

 下田地区においては、日本の原風景が広がる古きよき暮らしが息づくエリアとしての魅力

を守り、次代に引き継いでいくことはもちろんのこと、国道２８９号「八十里越」の全線開

通を見据え、福島県只見町と様々な分野での連携を意識する必要があることから、事務レベ

ルの検討会を設置し、地域の活性化の促進に向けた連携策の検討を進めていくとともに、包

括連携協定の締結を予定している新潟大学の協力の下、八十里越の開通に伴う生活圏域や商

圏の変化予測などの調査研究を進めていきます。 

 このように、中心市街地、須頃地区、栄地区、下田地区それぞれに今後のまちづくりの核

が芽生え始めている中、この核を起爆剤として面展開を進めていくため、合理的な土地利用

や住宅施策を始めとする総合的な環境整備を進めていく必要があることから、現在の用途地

域の在り方の検証を含め、都市計画そのものの見直しに着手します。 

 他方、人と人とのつながりや交流をもたらすコミュニティ機能を将来にわたり持ち続ける

ことも極の維持に欠かせないことから、地域おこし協力隊が主体となり、新たなテーマ型コ

ミュニティの創出や地縁型コミュニティの維持、存続に向けた取組を進めます。 



●重点政策の総額は    13,491,123千円13,491,123千円13,491,123千円13,491,123千円で、「１３か月予算」に占める割合は28.8％28.8％28.8％28.8％

●投資的経費のうち重点政策に充当する経費は 4,260,524千円4,260,524千円4,260,524千円4,260,524千円で、投資的経費全体に

　占める割合は71.5 ％71.5 ％71.5 ％71.5 ％
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重点政策構成比重点政策構成比重点政策構成比重点政策構成比

重 点 政 策

13,491,123千円

(28.8％)

一 般 政 策

33,389,877千円

(71.2％)

「１３か月予算」

46,881,000千円

義務的経費

23,736,477千円

(50.6％)

その他の経費

17,184,816千円

(36.7％)

国の平成27年度補正予算（一億総活躍社会の実現等）を活用し、

平成28年度当初予算と平成27年度３月補正予算を一体のものとして捉えた「１３か月予算」として編成

[46,092,000千円] ＋ [789,000千円]  →[46,881,000千円]

「１３か月予算」

46,881,000千円

投資的経費のうち重点政

策に充当する経費

4,260,524千円

投資的経費に占める割合

（71.5％）

「１３か月予算」に占め

る割合

（9.1％）

投資的経費

5,959,707千円

(12.7％)
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